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１ 計画策定の趣旨 

(1)国の少子化対策 

わが国では、急速な少子化に対応して、社会全体で子育てを支えるとともに、生活と仕事と子

育ての調和を図る政策に取り組んできました。 

しかし、少子化に歯止めをかけることは難しく、核家族化、地域コミュニティの希薄化の中で

子育て世代は孤立しがちであることなど、子どもや子育てをめぐる環境は依然厳しい状況が続い

ています。また、女性の社会進出に伴い、保育ニーズは年々増大しており、待機児童対策や、幼

児期における教育・保育環境の充実が求められています。 

これらの課題に対応するために、「子ども・子育て支援法」をはじめとする「子ども・子育て３

法」が平成２４年８月に成立し、平成２７年４月から新たに「子ども・子育て支援新制度」が始

まることになりました。 

新制度では、「質の高い幼児期の学校教育・保育の総合的な提供」「保育の量的拡大・確保」「地

域の子ども・子育て支援の充実」などを柱として、子ども・子育て支援のさらなる充実を 目指し

ています。 

                                   

(2)夕張市子ども・子育て支援事業計画策定の経緯                                  

夕張市においては、平成１５年７月制定の「次世代育成支援対策推進法」に基づき、平成２２

年３月、後期計画（平成 22～２６年度）となる「夕張市次世代育成支援行動計画」を策定し、

子どもたちが健やかに育ち、安心して子育てできるまちづくりを目指し、子育て支援に取り組ん

できました。 

こうした取組を踏まえながら、新制度施行にあたり、市町村は、「子ども・子育て支援事業計画」

を策定し、子ども・子育て支援事業を計画的に行うこととされています。 

      

 本計画は、こうした国の動向や子育てを取り巻く社会状況に対応し、「夕張市次世代育成支援行

動計画」を引き継ぎながら、新制度の意義を踏まえ、子ども・子育てに関する施策を、総合的か

つ計画的に推進することを目的として策定するものです。 

２ 計画期間 

本計画は、法の施行の日から５年を１期とし、平成 27 年度から平成 31 年度までの５年間を

計画期間とします。 
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３ 計画の位置づけ 

本計画は、「子ども・子育て支援法」第６１条第１項に基づく「市町村子ども・子育て支援事業

計画」として策定します。 

 また、これまで取り組みを進めてきた「夕張市次世代育成支援行動計画（後期計画）」における

個々の施策を引き継ぐため、「次世代育成支援対策推進法」第８条第１項に基づく「市町村行動計

画」と一体のものとして策定する計画として位置づけます。                

 さらに、本計画は、子どもと子育て家庭に関わる施策を踏まえ、福祉分野における個別計画の

一つとして位置づけ、同時に様々な分野の取り組みを総合的かつ計画的に進めるために、関連計

画との連携を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 計画の対象 

 子ども・子育て支援法第 6 条において、「子ども」とは、18 歳に到達してから最初の 3 月 31

日までの者を指しますが、本計画における子ども・子育て支援事業の対象となる子どもは、主に

０歳から 5 歳までの小学校就学前の子どもと 6 歳から 11 歳までの小学生(１～６年生)を対象と

しています。 

 

■本計画における子どもの対象範囲について 
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子ども·子育て関連 3 法 

◎子ども・子育て支援法 

◎認定こども園法 

◎関連整備法 

■根拠法令 

次世代育成支援行動計画、障害者計画及び障害者福祉計画、夕張市まちづくりマスタープ

ラン など        

ƞ  

 

夕張市子ども·子育て支援事業計画 
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５ 計画の策定体制 

ה╙≤ ≡ ─  

本計画の策定にあたっては、子ども・子育て支援法第６１条に基づき「夕張市子ども・子育て

会議」（以下「子ども・子育て会議」という。）を設置し、計画内容、事業運営、施策推進に関す

る事項についての協議を行いました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 計画の基本理念 

本計画の基本理念は、子ども・子育て支援法の目的や子ども・子育て支援に関する基本的認識

等を踏まえつつ、市として一貫性のある子ども・子育て支援の推進を図るため、「夕張市次世代育

成支援行動計画（後期計画）」の基本理念を継承し、子ども達が健やかに育ち、安心して子育てで

きるまちづくりを目指して、「子どもの笑顔が輝く 子育ての喜びがあふれるまち ゆうばり」と

します。 

 

 

７ 計画の基本方針 

本市の基本理念に基づき、以下の基本方針を掲げ、子ども・子育て支援を推進します。 

 

基本方針１ 次代を担う子どもの育ちの支援 

 

子どもの育ちにおいては、おおむね１歳までの乳児期は、保護者との親密なやりとりを通し

て情緒の安定や他者への信頼感が醸成され、身体面でも著しく発達する重要な時期です。 

また、おおむね３歳に達するまでの幼児期は、基本的生活習慣を身につけ、自立へと向かう

とともに身体機能や運動機能が著しく発達する重要な時期であり、子どもは情緒的な安定の中

意見 

反映 
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で自発的に活動し、徐々に人間関係を広げて社会性を身につけ始めます。 

おおむね３歳以上の幼児期は、遊びを中心とした生活の中で特に身体感覚を通して豊かな感

性を養い、好奇心・探求心・思考力が培われ、自我や主体性が芽生える重要な時期です。 

さらに、小学校就学後の学童期は、乳幼児期で培われた力を土台とし、調和のとれた発達を

図る重要な時期で、特に自立意識や他者理解等の社会性が発達し、心身の成長と変化も著しい

時期です。 

こうした、子どもの発達段階に応じた育ちの状況や一人ひとりの個性を踏まえ、それぞれの

子どもにとって適切で質の高い環境を確保し、すべての子どもが健やかに成長していく社会を

目指します。 

 

 基本方針２ 子どもを健やかに育む家庭の支援 

 

少子高齢化や核家族化の進展、地域のつながりの希薄化、共働き家庭や非正規雇用割合の増

加など、親や家庭をとりまく状況も変化している中で、次代を担う子ども達を健やかに育み、

自立して社会に巣立たせることへの誇りを持つことができるよう、子育て家庭に対する支援を

行うことが求められています。 

すべての家庭が安心して子どもを産み育てられるように、保健、医療、福祉などさまざまな

分野が連携し、保護者と子どもの健康の確保を図るとともに、家庭における子育ての負担や不

安・孤立感を和らげるための支援を行います。 

   

 基本方針３ 子育てを支える地域づくりの推進 

 

  本計画が目指す姿を実現するためには、父母その他の保護者が子育てについての第一義的責

任を有しているという基本認識のもと、行政をはじめ、学校・幼稚園・保育所、企業、その他、

社会を構成するすべての人々が、子ども・子育て支援に対する関心や理解を深め、相互に密接

に連携し、地域全体で子育てを支える体制づくりを目指します。 

 また、全ての子どもが健やかに成長できるように、児童虐待防止に向け児童相談所をはじめ

とする関係機関との連携を強化するとともに、いじめや不登校など、心のケアを必要とする子

どもや、ひとり親家庭をはじめ、さまざまな状況にある子どもや家庭に対する適切な支援を行

います。 
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１ 人口・世帯・人口動態等 

─  

 ○国勢調査による本市の総人口は、昭和３５年の 107,972 人をピークに減少が続いて 

おり、平成 22 年では、ピーク時のおおよそ１０分の１となっています。また、平成

12 年から平成 22 年までの 10 年間の総人口においても２６％の 3,869 人が減少し

ています。 

 ○人口割合でみると、年少人口と生産年齢人口の割合が減少するとともに、老年人口の割

合が平成 22 年には４４％と平成 12 年に比べ１０％増加しており、急速に少子高齢化

が進んでいます。 

   

ה  

○自然動態（出生－死亡）は、マイナスで推移しており、人口減少を加速させています。 

○社会動態（転入－転出）も、マイナスで推移しており、人口減少の主な要因となってき

ました。 

 

 

第２章 夕張市の子ども・子育てを取り巻く環境 
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─  

○世帯数は減少傾向にあり、平成 12 年から 10 年間で約 1,500 世帯減少しています。 

○1 世帯あたり人員は減少し続け、核家族化が進んでいます。 

○6歳未満の子どものいる世帯は、平成12年は３２７世帯、平成17年では２７３世帯、

平成 22 年では１９２世帯と減少傾向にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

  資料：国勢調査 
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─  

○合計特殊出生率は、全国の合計特殊出生率を下回っており、平成 21 年から横ばいで推移

しています。 

○出生数は、平成 16 年には 73 人でしたが、年による増減はあるものの減少傾向にあり、

平成 24 年には、平成 16 年と比べ 4３人減少し、30 人となっています。 

 

 

 

 

資料：人口動態統計 
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─  

○女性の年齢階級別労働力率をみると、結婚や出産を機にいったん仕事を辞め、子育てが落ち

着いた頃に再び就労することが考えられるＭ字カーブを描いているものの、平成１２年から

比較すると、２０歳代後半から３０歳代後半にかけての曲線の谷間が浅くなっています。ま

た、女性の労働力率は年々増加傾向にあります。 

○男性は「正規職員・従業員」、女性は「パート・アルバイト・その他」の割合が高くなって

います。 

 

資料：国勢調査 

資料：国勢調査 
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─  

○夕張市の人口は、今後も減少を続け、平成４２年には 5 千人台、平成 52 年には 3 千人

台になると推計され、年少人口は、30 年間でおおよそ 4 分の１の１７３人になると推計

されています。 

○年少人口の割合は減少し続け、老年人口の割合は、平成 52 年には５６％になると推計さ

れています。 

 

   資料：国立社会保障・人口問題研究所 
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  ○国が示す手引きに従い、計画期間中の児童数について、平成 22 年から平成 2６年の 1 歳

年齢ごと男女別人口を基に、コーホート変化率法で推計しました。 

※コーホート変化率法とは 

 コーホート（年齢の同じ人の集まり）ごとの５年間の人口増減から変化率を求め、その率が将来も大きく
変化しないものと推計し、将来人口を算定する方法です。今回のように推計するものが比較的近い将来の人
口であり、変化率の基礎となる近い過去に特殊な人口変動がなく、また推計対象となる近い将来にも特殊な
人口変動が予想されない場合は、比較的簡便なこの方法を用います。 

○児童数は、今後も減少傾向が続き、平成２７年から平成３１年までに約１００人の減

少と推計され、就学前児童・就学児童ともに約 50 人ずつの減少が見込まれます。 
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２ 教育・保育施設の状況 

─  

【施設数】3 か所 ※平成 24 年まで 4 か所 

○入所者数は、平成 19 年以降ほぼ横ばいで推移しています。また、3 歳未満児の利用割合

は平成 18 年に増加し、その後、増減はあるもののほぼ横ばいで推移しています。 

○定員数は、平成 20 年に１６５人から 140 人に減少しました。 

 

 

資料：市資料 

─  

【施設数】１箇所 

○入園者数は、平成 16 年から平成 24 年まで 15～30 人の間で推移しています。 

○定員数は、平成 16 年より 70 人で変化はありません。 

○平成 24 年で、定員 70 人に対し、利用者数は 27 人と約 4 割の利用にとどまっていま

す。 
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─  

認可外保育施設とは、保育を行うことを目的とする施設ですが、児童福祉法上の保育所

に該当しない保育施設のことで、都道府県知事への届出が必要です。 

【施設数】   １箇所（定員３０人） 

 各年 4 月 1 日現在 単位＝人  

対象 定員 平成 21 年 平成 2２年 平成 2３年 平成 2４年 平成 2５年 平成 2６年 

３～５歳 ３０ １４ １３ １７ ２１ １９ １４ 
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３ 地域子ども・子育て支援事業の状況 

≡  

公共施設や保育所等、地域の身近な場所で、子育て中の親子交流・育児相談等を行う

事業。 

 

（平成 25 年度実績） 

     国庫補助に該当する事業として、実績はありませんが、次のとおり各施設で実施し

ています。 

◆認可保育所の実施状況：夕張保育協会において、親子のふれあい遊び等を行う「げ

んきルーム」事業を月 2 回実施しています。 

【実施か所】1 か所 

【利用者数】親 76 人、子 85 人 計 161 人 

◆認可外保育所の実施状況：緑ヶ丘保育園において、親子で一緒に外遊びなどを体験で

きる「げんキッズ」事業を年１１回実施しています。 

    【実施か所】1 か所  

    【利用者数】延べ３６人  

    ◆夕張市の実施状況 

     保健師などにより、保健福祉センター等で、月１回程度、「すくすく育児教室」を開催

しています。 

○妊産婦や乳児の保護者を対象：ｶﾝｶﾞﾙｰｺｰｽ 

○１歳から４歳までの幼児やその保護者を対象：ｺｱﾗｺｰｽ 

     

 

妊娠中の母親の健康状態やおなかの赤ちゃんの発育状況などを定期的に確認するため、

妊婦健康診査受診票(１４回分)、超音波検査受診票(６回分)を交付し、費用の一部を公費

負担する事業。 

 

（平成 25 年度実績）  

【妊婦届出件数】 28 人 

 

↓╪⌐∟│ ∟╚╪  

生後４か月までの乳児がいる家庭を保健師が訪問し、さまざまな不安や悩みを聞き、子

育て支援に関する情報提供を行うとともに、親子の心身の状況や養育環境を把握し、助言

等を行う事業 

 

（平成 25 年度実績） 

  【訪問家庭数】 38 人 
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─⧵ה ─ ⌐ ∆╢  

児童の養育について支援が必要でありながら、積極的に支援を求められない状況にある

家庭に対し、過重な負担がかかる前に、育児・家事支援や保健師などの訪問による専門的

な指導等を行う事業、また、「夕張市要保護児童対策地域協議会」を設置し、支援や保護

が必要な子どもへ適切な支援を図るため関係機関との連携強化を取り組む事業。 

（平成 25 年度実績） 

  【訪問家庭数】 18 人（保健師などによる相談支援） 

 

 

≡ ▬♥☻♩▬ꜝ▬꞉♩ה▬♥☻♩כꜛ◦  

保護者の病気や出産、家族の介護、冠婚葬祭等への出席のため、家庭において児童の

養育が困難になった場合、児童養護施設または乳児院において子どもを一定期間（原則

として７日以内）一時的に預かる事業（ショートステイ）及び夜間養護等事業（トワイ

ライトステイ）。 

 

（平成 25 年度実績） … 本市では、実施していません。 

 

≡ ⱨ□Ⱶꜞהכ◘ⱳה♩כ☿fi♃כ  

子育ての手助けがほしい人（依頼会員）、子育てのお手伝いをしたい人（提供会員）、両

方を兼ねる人（両方会員）に会員登録いただき、子育てのサポートを提供する相互援助活

動に関する連絡・調整を行う事業。 

 

（平成 25 年度実績） … 本市では、実施していません。 

 

⅛╡  

保護者の就労や求職活動、病気やけが、出産、介護、冠婚葬祭、リフレッシュ等により

一時的に家庭での保育が困難になった場合に、幼稚園や保育所に預けることができる事業。 

（平成 25 年度実績）  

◆幼稚園の実施状況（在園児対象）                        

【実施施設】1 か所 市立ユーパロ幼稚園 

【利用者数】延べ 402 人 

   ◆認可保育所の実施状況 … 実施していません。                                

   ◆認可外保育所の実施状況 

   【実施施設】1 か所 緑ヶ丘保育園 

   【利用者数】延べ４９人 
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ה  

通常の開所時間（11 時間）を超え、延長し保育を行う事業（延長保育）、また、日曜

日・祝日に保育を行う事業（休日保育）。 

（平成 25 年度実績） 

◆延長保育の実施状況  

    国庫補助の対象となる１１時間を超えての時間外保育事業は実施しておりませんが、

認可保育所において、通常の保育時間（８時から１６時）に加えて、延長保育（7:30

～08:00、16:00～18:00）を無料で実施しています。 

◆休日保育の実施状況 … 本市では、実施していません。 

 

9 ה  

病気やけがの回復期にある乳幼児や児童について、病院・保育所等に付設された専用の

スペース等で看護師や保育士が一時的に保育を行う事業。 

 

（平成 25 年度実績） … 本市では、実施していません。 

 

10 ◒ꜝⱩ  

    保護者の就労などによる留守家庭児童に対して、放課後等の児童の安全・安心な居場所

の確保と遊び・学習・各種体験活動の場を提供する事業。 

 

（平成 25 年度実績）   

【実施か所】 2 か所（清水沢、若菜）  

【登録児童数】低学年 39 人、高学年 3 人 計４２人 

各年 4 月 1 日現在 単位＝人  

対象 定員 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成 26 年 

小学校 1～４年生 ５０ ３４ ２２ ２５ ３６ ４２ ３９ 
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４ 今後の課題 

  子育て世代からのニーズ調査の結果や、地域の方々の声を聞く場である「市長とのふれあい

トーク」や「市長と話そう会」などから見えてきた課題は、次のとおりです。 

■家庭の状況 

 ○ 核家族化の進展や、ひとり親家庭の増加により、子ども・子育て支援の充実や地域ぐるみ  

  の子育てが求められている。 

 ○ 子育て中の保護者の孤立や不安解消を図るため、専門家のみならず、地域の人たちとの関

わりが求められている。 

 ○ 子育て中の親を孤立させないよう、交流の場や相談の場を充実する必要がある。 

  

■教育・保育事業 

 ○ 母親の就労などを背景とした、延長保育など多様な保育サービスが求められている。 

 ○ 集団生活を通して、子どもの社会性や協調性を養うことが望まれている。 

 ○ 利用者の利便性を考慮した施設の配置が望まれている。 

 ○ さまざまな理由や状況に柔軟に対応できる一時的な預かり保育の充実が求められている。 

 ○ 保護者の経済的負担の軽減策（保育料の負担軽減など）が求められている。 

 ○ 自宅以外の学習の場所が求められている。 

 

■放課後児童クラブ・遊び場 

 ○ 放課後や休日に子どもが安心して過ごせる居場所や遊び場が求められている。 

 ○ 親子が交流できる場の確保が求められている。 

 ○ 利用者の利便性に考慮した施設の配置が望まれている。また、既存の施設の活用など合理 

  的で柔軟な対応が求められている。 

 ○ 安全な公園の整備が望まれている。 

 

■仕事と子育ての両立 

○ 経済的な安定や女性の自己実現のために、子育てしながら安心して働ける職場環境を整え 

 る必要がある。 

○ 家庭より仕事を優先しがちな男性が多いのが現状であり、男性が家事や育児に取り組める 

環境など、子育てをはじめ家庭生活と仕事の調和を図る機運を醸成する必要がある。 

○ 安心して子育てと仕事ができるよう、小児医療や病児・病後児保育の充実が望まれている。 

 

■相談・情報提供 

○ 安心して子育てを行うために、身近な地域で、年齢や発達に応じた相談ができる体制が望ま 

れている。 

○ 子育てに関する情報は、ホームページ、広報、パンフレットなど積極的で多角的な情報提供 

が求められている。 
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１ 教育・保育提供区域の設定 

市町村は、子ども・子育て支援法第６１条第２項の規定に基づき、子ども・子育て支援事業計

画を策定するにあたり、地理的条件や人口、交通事情その他の社会的条件及び教育・保育施設の

整備の状況等を総合的に勘案して、教育・保育の提供区域を設定し、区域ごとに事業の必要量を

算出するとともに、事業内容や実施時期を示すこととされています。 

教育・保育提供区域は、教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業を通じて共通の区域とし

て設定しますが、地域子ども・子育て支援事業の提供体制については、事業ごとに設定します。 

 

２ 夕張市における教育・保育提供区域の設定 

夕張市は面積が広く、保護者の通勤上の都合などに合わせ、施設を選択する場合もあり、

利用者の細かなニーズに柔軟に対応できることや、区域内の量の見込み、量の調整が容易で

あり、利用者にとって利便性が高いことから、次のとおり夕張市全域を１区域として設定し

ます。 

  ⅎ  

ɵͪ  

⁸КЋḢ 

 

ǵ ̱͑Ѱɵѫ ș ȅǏƲ 
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10. Ѓɵ ♥Ѓͪ ˗  

11. ♥Ѓ βЋ ˗  

 

 

 

第３章 教育・保育提供区域の設定 
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１ 教育・保育の量の見込みと提供体制 

本計画の作成時期における教育・保育の利用状況、ニーズ調査により把握した利用希望を踏ま

えて、認定区分ごとに量の見込み（必要利用定員総数）と確保の内容及び実施時期（確保方策）

を定めます。 

 

ǀ ὑӢѝǁ 

1～3 号認定（子ども・子育て支援法第十九条等） 

保護者の申請を受けた市町村が客観的基準に基づいて保育の必要性を認定（子どもの認定区分）。

その上で施設型給付を行う仕組み。 

区分 対象年齢 保育の必要性 利用施設 

1 号認定 ３～５歳 幼児期の学校教育 

（教育標準時間認定） 

主に幼稚園に該当 

2 号認定 ３～５歳 保育の必要性あり 

（保育認定） 

主に保育所、 

認定こども園に該当 

3 号認定 ０歳、 

1～２歳 

保育の必要性あり 

（保育認定） 

保育所、認定こども園、 

地域型保育に該当 

施設型給付＝保護者本人への給付でなく、新制度で幼稚園・保育所・認定こども園（教育・保育施設）を通じ

た共通の給付が行われること。 

 

【幼稚園の実績】                           各年 4 月 1 日現在 

 

 

【認可保育所の実績】                         各年 4 月 1 日現在 

 

※Ｈ24年度末紅葉山保育園廃止 

70 70 70 70 70 70
0 6 4 7 4 2
9 4 11 9 12 8
6 9 5 11 9 14

15 19 20 27 25 24

140 140 140 140 95 95
85 88 76 73 62 39
10 10 11 13 1 21
46 42 42 42 40 45

141 140 129 128 103 105

第４章 教育・保育施設の充実 
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【教育・保育の量の見込みと提供体制】 
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２ 教育・保育の一体的提供の推進（認定こども園について） 

１．基本方針 

教育・保育の一体的な提供の推進においては、単に幼稚園・保育所の施設的な統廃合や保護者

の就労支援の観点のみならず、教育・保育的な観点、子どもの育ちの観点を大切に考え、子ども

が健やかに育成されるよう教育・保育機能の充実（ソフト的整備）と施設整備（ハード的整備）

を一体的にとらえた環境の整備が重要です。 

幼児期の教育・保育は、生涯にわたる人格形成の基礎を養う極めて重要なものであり、子ども

の最善の利益を第一に考えながら、子どもたちに質の高い教育・保育の提供を行うとともに、保

護者や地域の子育て力の向上に向けた支援を実施していくことは、子育て支援を進める上で、重

要であると考えています。 

 

２．認定こども園について 

認定こども園の特徴については、下記のとおり、幼稚園と保育所の機能を併せ持ち、保護者の

就労の有無に関わらず、全ての子どもが利用できる等のメリットもありますが、一方で認定こど

も園を先駆けて整備した市町村等からは、「保育時間が異なる子どもたちを同じ施設で保育するこ

とへの疑問」や「施設規模によって補助金の単価が低くなる」等のデメリットも聞こえてきます。 

本市としては、認定こども園の移行について慎重に議論を重ね、他市町村の状況等も踏まえな

がら、見定める必要があると考えており、その上で認定こども園への移行、又は、新設を希望す

る幼稚園や保育所等からの相談の際には、本市における教育・保育施設の供給体制や利用状況の

動向、子どもの人口推計等の状況、国や道における財政支援メニュー等について必要な助言を行

いながら、施設の円滑な移行及び促進に努めたいと考えております。 

 

３ 認定こども園の特徴 

① 就学前の教育・保育を一体として捉え、一貫して提供する。 

② 保護者の就労の有無にかかわらず利用できる。 

③ 保護者の就労状況が変わった場合も継続利用できる。 

④ 0～5 歳までの異年齢の子どもたちが一緒に育つ。 

⑤ 園に通っていない子どもの家庭も、子育て相談や親子の交流の場などに参加できる。 
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３ 教育・保育施設の質の向上 

 

ᵑ ─ ⌐ ↑√ ─  

質の高い教育・保育及び子育て支援を提供するためには、施設設備等の良質な環境

の確保と、幼稚園教諭、保育士等子どもの育ちを支援する者の専門性や経験が極めて

重要であり、その質の確保・向上に向けた研修等の充実に努めます。 

 

ᵒ  ─  

家庭や子育てを取り巻く環境が大きく変化する中、保育士は、子育て支援の専門職と

して、児童虐待や要支援児童への対応など、様々な分野での活躍が期待されています。 

また、国が進める子ども・子育て支援新制度など新たな取り組みにより、平成 29 年

度末には、全国で、保育士が約 7.4 万人不足することが見込まれており、地域の保育を

支える保育士の確保が全国的な課題となっていることから、当市においても、国や道の

制度を活用し、保育士の処遇改善に取り組みます。 

 

 

 

４ 産休後及び育休後の教育・保育施設の円滑な利用の確保 

 

保護者が産休・育休明けの希望する時期に、円滑に教育・保育施設、地域型保育事業を利用

できるよう、休業中の保護者に対して情報提供するとともに、計画的な教育・保育施設等の確

保に努めます。 
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１ 地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと提供体制 

  国から提示される基本指針等に沿って、「地域子ども・子育て支援事業の量の見込み」を定 

 め、設定した「量の見込み」に対応するよう、事業ごとに地域子ども・子育て支援事業の確

保の内容及び実施時期（確保方策）を設定します。 

 

27 ⅛╠─  

子どもや保護者が、幼稚園・保育所での学校教育・保育や一時預かり、放課後児童クラブ等

の地域子育て支援事業の中から適切なものを選択し円滑に利用できるよう、福祉に関わる各機

関で情報提供や相談を含めた支援を行う事業です。 

[対象年齢] 0～5 歳、小学生１～６年生 

 

【量の見込みと確保方策】 

 ₳ 27₴↓ ₳ 28₴↓ ₳ 29₴↓ ₳ 30₴↓ ₳ 31₴↓ 

ǵ Ȇ 1ǒ  1ǒ  1ǒ  1ǒ  1ǒ  

ͪ ̱͑Ѱ  1ǒ  1ǒ  1ǒ  1ǒ  1ǒ  

【確保方策の考え方】 

夕張市では、平成 27 年度から実施します。 

○ 本市では、専門職員を配置するまでの需要が見込めないことから、現行の体制の中で、窓

口を設置し、情報提供や相談、助言等の利用者支援の充実を図ります。 

○ 補完機能として利用できる次の事業が既に実施されています。 

■「げんきルーム」 

夕張保育協会が月２回程度、新夕張保育園で、子育て中の保護者と子どもを対象に、親

子ふれあい遊び等を実施します。 

なお、新夕張保育園・清陵保育園・沼ノ沢保育園では、子育て相談を実施しており、今

後においても、引き続き実施して行きます。 

■「すくすく育児教室」 

夕張市が月１回程度、保健福祉センター等で、妊産婦や乳児の保護者を対象(ｶﾝｶﾞﾙｰｺｰｽ)

に、又、１歳～４歳までの幼児やその保護者を対象(ｺｱﾗｺｰｽ)に、保健師などによる相談支

援や参加者同士の情報交換、仲間づくりのため、すくすく育児教室を開催します。 

■「げんキッズ」 

 緑ヶ丘保育園（認可外保育所）が、年 11 回程度保護者と子どもに園を開放し、体験学習

や相談支援を行います。 

 

第５章 地域子ども・子育て支援事業の充実 
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≡  

公共施設や保育所、公民館等の地域の身近な場所で、 乳幼児のいる子育て中の親子の交流や

育児相談、情報提供等を実施する事業です。 

 [対象年齢] 主に 0～2 歳 

 

【実績】 

 ₳ 21₴↓ ₳ 22₴↓ ₳ 23₴↓ ₳ 24₴↓ ₳ 25₴↓ 

₴ ѫ  92˲ 78˲ 48˲ 92˲ 76˲ 

ἧ ₴ ѫ  106˲ 87˲ 48˲ 98˲ 85˲ 

 198˲ 165˲ 96˲ 190˲ 161˲ 

※夕張保育協会実施の元気ルーム事業の実績 

 

【量の見込みと確保方策】 

 ₳ 27₴↓ ₳ 28₴↓ ₳ 29₴↓ ₳ 30₴↓ ₳ 31₴↓ 

ǵ Ȇ ├Ȁѫ  146˲ 140˲ 132˲ 122˲ 113˲ 

ͪǵ ̱͑Ѱ  1ǒ  2ǒ  2ǒ  2ǒ  2ǒ  

 

【確保方策の考え方】 

夕張市では、現在、夕張保育協会において、げんきルーム事業を実施しています。 

（国庫補助に該当する事業としては実績なし） 

本事業は、保護者同士が交流する場となるなど、一定の利用者が見込まれることで、事

業効果が高まることから、今後の利用状況等を勘案した上で、平成２８年度以降、月２

回程度開催する地域子育て支援拠点事業（げんきルーム）について、１ヵ所実施を増や

すことを目指します。 

 

ủ 「げんきルーム」：現在、夕張保育協会が月２回程度（開設時間 9:30～11:30）、新夕張

保育園で、子育て中の保護者と子どもを対象に（区分：０～１歳児、２歳以上）、親子ふれあ

い遊び等を行う「げんきルーム」を開催しており、保育士による子育てについての相談・助

言や保護者同士の交流や情報交換が行われています。保護者の負担金は、平成２６年度から

無料化（保険料は保育協会で負担）しております。 

  なお、子育て相談は、清陵保育園・沼ノ沢保育園でも実施しています。 

○ 「げんキッズ」：緑ヶ丘保育園（認可外保育所）においても、園を開放し、年 11 回「げん

キッズ」を開催しており、体験学習や相談支援、保護者同士の交流や情報交換が行われてい

ます。 
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妊婦が定期的に行う健診費用を助成する事業です。 

※妊娠届出時、母子健康手帳を交付する際に、妊婦健康診査受診票(１４回分)、超音波検査受

診票(６回分)を交付し、費用の一部を助成する事業です。 

[対象者] 妊婦 

 

【実績】 

 ₳ 21₴↓ ₳ 22₴↓ ₳ 23₴↓ ₳ 24₴↓ ₳ 25₴↓ 

ếỷᾴї̏  47˲ 52˲ 34˲ 39˲ 28˲ 

 

【量の見込みと確保方策】 

 ₳ 27₴↓ ₳ 28₴↓ ₳ 29₴↓ ₳ 30₴↓ ₳ 31₴↓ 

ǵ Ȇ ˲  31˲ 29˲ 27˲ 25˲ 23˲ 

ͪǵ  31˲ 29˲ 27˲ 25˲ 23˲ 

 ※実施体制等 

  実施場所：道内の委託医療機関等 

  実施時期：通年実施 

検査項目：国が定める基本的な妊婦健康診査項目 

 

【確保方策の考え方】 

夕張市では、現状に引き続き実施します。 

○ 母子健康手帳交付時に受診票を交付し、国の定める健診回数・実施時期、検査項目の基準

を必要最低限とし、実施します。 

○ 妊婦健康診査の内容や必要性について、周知を図り、受診率向上のための普及・啓発活動

を進めます。 
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↓╪⌐∟│ ∟╚╪  

生後４か月までの乳児のいる全ての家庭を訪問し、さまざまな不安や悩みを聞き、子育て支

援に関する情報提供などを行うとともに、親子の心身の状況や養育環境などの把握や助言を行

い、支援が必要な家庭に対しては適切なサービス提供につなげるものであり、この訪問を、乳

児のいる家庭と地域社会をつなぐ最初の機会とすることにより、乳児家庭の孤立を防ぐことを

目指す事業です⁹ 

[対象年齢] 生後４か月まで 

 

【実績】 

 ₳ 21₴↓ ₳ 22₴↓ ₳ 23₴↓ ₳ 24₴↓ ₳ 25₴↓ 

ᵂὤ↨  40 ˲ 40 ˲ 45 ˲ 31 ˲ 38 ˲ 

 

【量の見込みと確保方策】 

 ₳ 27₴↓ ₳ 28₴↓ ₳ 29₴↓ ₳ 30₴↓ ₳ 31₴↓ 

ǵ Ȇ 31 ˲ 29 ˲ 27 ˲ 25 ˲ 23 ˲ 

ͪǵ  31 ˲ 29 ˲ 27 ˲ 25 ˲ 23 ˲ 

※実施体制等 

  実施体制：保健師等 

  実施機関：夕張市 

  

【確保方策の考え方】 

夕張市では、現状に引き続き実施します。 

○ 生後 4 か月までの乳児のいる全ての家庭を保健師等が訪問し、育児に関する相談や子育て支

援に関する情報提供を行うとともに、各家庭の養育環境を把握し、母親の育児不安の解消を図

ります。 

○ 訪問により把握した、特に支援を必要とする家庭については、各種相談・訪問を継続し、必

要に応じて、養育支援訪問事業へ繋げるなど支援に努めます。 
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─⧵ה ─ ⌐ ∆╢  

養育支援が特に必要な家庭を訪問して、保護者の育児、家事等の養育能力を向上させるため

の支援（相談支援、育児・家事援助など）を行う事業です。正式名は「養育支援訪問事業及び

要保護児童対策地域協議会その他の者による要保護児童等に対する支援に資する事業」。  

[対象者] 要支援児童、特定妊婦、要保護児童（注） 

 

 

 

 

 

 

 

 

【実績】 

 ₳ 21₴↓ ₳ 22₴↓ ₳ 23₴↓ ₳ 24₴↓ ₳ 25₴↓ 

ᵂὤ↨  15 ˲ 10 ˲ 17 ˲ 9 ˲ 18 ˲ 

 

【量の見込みと確保方策】 

 ₳ 27₴↓ ₳ 28₴↓ ₳ 29₴↓ ₳ 30₴↓ ₳ 31₴↓ 

ǵ Ȇ 11 ˲ 10 ˲ 10 ˲ 9 ˲ 8 ˲ 

ͪǵ  11 ˲ 10 ˲ 10 ˲ 9 ˲ 8 ˲ 

※実施体制等 

  実施体制：保健師等 

  実施機関：夕張市  

 

【確保方策の考え方】 

夕張市では、現状に引き続き実施します。 

○ 養育支援訪問事業については、保健師などによる相談支援を行います。 

○ 養育支援訪問の対象家庭については、乳児家庭全戸訪問事業や各種健診事業、関係機関から

の連絡などに応じて把握しているため、これらの情報ネットワークを強化し、養育支援を必要

とする家庭の把握に努めます。 

○ 社会的養護の必要性を含めて、本市による対応が困難と判断されるケースについては、対応

の遅れを招くことがないよう、児童相談所など専門性を有する関係機関への連絡及び支援要請

を迅速に行います。 

 

 

─ ─ ╟╡ 

─ ∕─ ⌐╟╡ ⇔√ ─ ╩ ∆╢ 

↓≤⅜ ⌐ ≤ ╘╠╣╢  

  ─ ⌐≈™≡ ⌐⅔™≡ ╩ ℮↓≤⅜ ⌐ ≤ ╘╠╣╢ 

 

─⌂™ │ ⌐ ↕∑╢↓≤⅜ ≢№╢≤ ╘╠╣╢  
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≡  

保護者が、疾病・疲労など身体上・精神上・環境上の理由により児童の養育が一時的に困難

となった場合等に、児童養護施設などに入所させ、必要な養育・保護を行う事業です。 

休日・宿泊を含めたショートステイ事業と夜間に預かりを行うトワイライトステイ事業があ

ります。 

[対象年齢]0～5 歳 

 

【実績】夕張市では、実施していません。 

【量の見込みと確保方策】 

 ₳ 27₴↓ ₳ 28₴↓ ₳ 29₴↓ ₳ 30₴↓ ₳ 31₴↓ 

ǵ Ȇ ˲/₴  0˲ 0˲ 0˲ 0˲ 0˲ 

ͪǵ  0ǒ  0ǒ  0ǒ  0ǒ  0ǒ  

 

【確保方策の考え方】 

潜在的なニーズはあると思われますが、夕張市では、児童の宿泊等が出来る受け入れ施設

となる児童養護施設が市内には設置されておらず現実的な対応は難しいものと考え、計画期

間中の実施は当面見込まないこととします。 

 

≡  

子育ての手助けがほしい人（依頼会員）、子育てのお手伝いをしたい人（提供会員）、両方を

兼ねる人（両方会員）に会員登録いただき、子育てのサポートを提供する相互援助活動を行う

事業です。就学児対象のファミリー・サポート・センター事業。 

[対象年齢] 就学児 

 

【実績】夕張市では、実施していません。 

【量の見込みと確保方策】 

 ₳ 27₴↓ ₳ 28₴↓ ₳ 29₴↓ ₳ 30₴↓ ₳ 31₴↓ 

ǵ Ȇ（人日） 0˲  0˲  0˲  0˲  0˲  

ͪǵ （人日） 0˲  0˲  0˲  0˲  0˲  

 

【確保方策の考え方】 

潜在的なニーズはあると思われますが、アドバイザーなどの人員を配置して体制整備を行っ

たとしても、それに見合う十分な利用が見込めない可能性があり、また、国庫補助事業の対象

となるのは相当数の会員規模を確保することが要件となっていることなどから、計画期間中の

実施は当面見込まないこととします。 
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⅛╡  

保護者のパートタイム就労や疾病・出産などにより保育が一時的に困難となった乳児又は幼

児について、保育所その他の場所において、一時的に保育預かりを行う事業です。 

  

ᵑ ⌐⅔↑╢ ╩ ≤⇔√ ⅛╡ 

   幼稚園において、教育時間の前後や長期休暇等に、在園児を対象に保育を実施する一時預

かりの事業です。 

[対象年齢] 幼稚園在園児は 3～5 歳 

 

【実績】 

 ₳ 21₴↓ ₳ 22₴↓ ₳ 23₴↓ ₳ 24₴↓ ₳ 25₴↓ 

₴ ├Ȁѫ  449 ˲ 367 ˲ 160 ˲ 187 ˲ 402 ˲ 

   ※市立ユーパロ幼稚園で実施 

【量の見込みと確保方策】 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

①量の見込み 400 人 400 人 400 人 400 人 400 人 

②確保の方策 400 人 400 人 400 人 400 人 400 人 

過不足②－① 0 0 0 0 0 

【確保方策の考え方】 

夕張市では、現状に引き続き実施します。 

 

ᵒ∕─ ⌐⅔↑╢ ⅛╡ 

   家庭において保育を受けることが一時的に困難となった乳児又は幼児について、保育所・

ファミリーサポートセンター（就学前）等において、一時的に預かる事業です。 

[対象年齢]  0～5 歳 

 

【実績】 

  ₳ 21₴↓ ₳ 22₴↓ ₳ 23₴↓ ₳ 24₴↓ ₳ 25₴↓ 

₴ ├Ȁѫ    31 ˲ 47 ˲ 49 ˲ 

※緑ヶ丘保育園（認可外保育所）で実施。対象年齢２歳以上。認可保育所では、実施していません。 

【量の見込みと確保方策】 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

量の見込み(年間延べ利用者数） 423 人 396 人 370 人 334 人 311 人 

確保の方策 0 396 人 370 人 334 人 311 人 

過不足②－① 423 人 0 0 0 0 



29 

 

 【確保方策の考え方】 

夕張市では、平成 28 年度以降、認可保育所において、認可定員の範囲内で実施する余

裕活用型一時預かり事業の実施を目指します。 

○ 推計児童数に減少がみられることから、保育所利用の２号認定及び３号認定の量の見込みに

おいても定員を下回ることが予想されるため、平成 28 年度以降、今後の利用状況等を勘案

した上で、利用児童数が定員に達していない場合に定員の範囲内で子どもを預かることが出

来る「一時預かり事業（余裕活用型）」の実施を目指します。  

 

 

 

保護者の就労形態の多様化、長時間通勤等に伴う延長保育需要に対応するため、開所時間を

超えて保育をする事業です。 

[対象年齢] 0～5 歳 

 

【実績】夕張市では、実施していません。 

 

【量の見込みと確保方策】 

 ₳ 27₴↓ ₳ 28₴↓ ₳ 29₴↓ ₳ 30₴↓ ₳ 31₴↓ 

ǵ Ȇ 124˲ 117˲ 110˲ 101˲ 94˲ 

ͪǵ  3ǒ  3ǒ  3ǒ  3ǒ  3ǒ  

 

【確保方策の考え方】 

 平成２７年度から、認可保育所３か所において、終了時間を３０分延長します。 

○ 保育士の確保の課題もあり国庫補助の対象となる１１時間を超える時間外保育の実施は難

しい面もありますが、平成２７年度から認可保育所（新夕張、清陵、沼ノ沢）の開所時間を、

７時３０分から１８時３０分までとし、終了時間を３０分延長します。 

これにより利用者の利便性が高まり、一定の確保策につながるものと考えます。 

   ※アンケート調査の結果では、平日に利用している教育・保育の事業について、18 時 01

分から 19 時までの利用を希望する者は 3.6％であり、19 時 01 分以降の利用希望はあり

ませんでした。 
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10 ה  

病児・病後児保育事業は、病気にかかっている子どもや回復しつつある子どもを病院等の医

療機関や保育施設の付設の専用スペース等で看護師等が一時的に預かる事業です。 

[対象年齢] 0～5 歳 

 

【実績】夕張市では、実施しておりません。 

 

【量の見込みと確保方策】 

 ₳ 27₴↓ ₳ 28₴↓ ₳ 29₴↓ ₳ 30₴↓ ₳ 31₴↓ 

ǵ Ȇ ₴ ├Ȁѫ  237˲ 223˲ 210˲ 191˲ 179˲ 

ͪǵ  0˲ 0˲ 0˲ 0˲ 0˲ 

 Ѓͪ ˗  0˲ 0˲ 0˲ 0˲ 0˲ 

 ἧ ǭ Ҟ Ҳ ˗  

(ファミリー･サポート･センターなど) 
0˲ 0˲ 0˲ 0˲ 0˲ 

 

【確保方策の考え方】 

国の基準を満たすためには、専任の看護師・保育士配置や専用スペースの確保が必須と

なっていますが、保育士や看護師の専任配置や専用スペースの確保が必要なこと、利用者

が必ずしも一定数いるとは限らず安定した運営面での懸念が持たれることから、国からの

助成を受けて（国の基準を満たして）の事業実施は、現段階では困難であると考えます。 

以上のことから、計画期間中の実施は当面見込まないこととします。 
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11  

共働き家庭など、留守家庭の小学生に対して、放課後に適切な遊び、生活の場を与えて、児

童の健全育成を図る事業です。 

[対象年齢] 就学児（6～11 歳） 

 

【実績】                            各年 4 月 1 日現在 

 ₳ 21₴↓ ₳ 22₴↓ ₳ 23₴↓ ₳ 24₴↓ ₳ 25₴↓ 

ѫ  34˲ 22˲ 25˲ 36˲ 42˲ 

 
̭ἶ₴ 34˲ 22˲ 21˲ 33˲ 39˲ 

ἶ₴ 0˲ 0˲ 4˲ 3˲ 3˲ 

ὕ ǒ  2ǒ  2ǒ  2ǒ  2ǒ  2ǒ  

 

【量の見込みと確保方策】 

 ₳ 27₴↓ ₳ 28₴↓ ₳ 29₴↓ ₳ 30₴↓ ₳ 31₴↓ 

ǵ ȆŪ 45˲ 42˲ 38˲ 36˲ 33˲ 

 
̭ἶ₴ 36˲ 33˲ 29˲ 27˲ 24˲ 

ἶ₴ 9˲ 9˲ 9˲ 9˲ 9˲ 

ͪǵ ū 50˲ 50˲ 50˲ 50˲ 50˲ 

ū Ū 5˲ 8˲ 12˲ 14˲ 17˲ 

ὕ ǒ  2ǒ  2ǒ  2ǒ  2ǒ  2ǒ  

 

【確保方策の考え方】 

夕張市では、現状に引き続き実施します。 

○新制度では小学校６年生までを対象とすることが原則とされておりますが、見込み量からは

学童全体の定員の範囲内で、引き続き確保が可能と推計されます。 

 学童クラブは、清水沢と若菜で実施していますが、清水沢方面の児童数が多いため、清水沢

への利用希望が多く、２５名の定員に近い受け入れ状態が続いています。 

 一方、若菜学童は受け入れ数に余裕があるため、市全体の学童保育の受け入れとしては、量

の見込みを確保することは推計上可能と考えます。 

 今後は、利用希望の状況を見ながら、空教室やその他施設等の活用も視野に入れ、アンケー

ト調査からも要望が多かった清水沢以南での学童クラブ機能の設置の効果や必要性等につい

て、指導員の確保や施設改修費なども勘案し、検討することとします。 
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12 ⌐ ╢ ╩ ℮  

保護者の世帯所得の状況等を勘案して、特定教育・保育施設等に対して保護者が支払うべ

き日用品、文房具その他の教育・保育に必要な物品の購入に要する費用又は行事への参加に要

する費用等（実費徴収等）の全部又は一部を助成する事業です。 

 

【確保方策の考え方】 

国の新規事業であり、今後の具体の制度の内容や事業効果、他自治体における動向など

も注視しながら、当市における事業の実施について検討していきます。 

 

 

13 ⌂ ⅜ ⌐ ∆╢↓≤╩ ∆╢√╘─  

特定教育・保育施設等への民間事業者の参入の促進に関する調査研究その他多様な事業者の 

能力を活用した特定教育・保育施設等の設置又は運営を促進するための事業です。 

 

【確保方策の考え方】 

国の新規事業であり、今後の具体の制度の内容や事業効果、他自治体における動向など

も注視しながら、当市における事業の実施について検討していきます。 

 

２ 地域子ども・子育て支援事業の質の向上 

○ 地域子ども・子育て支援事業を実施するにあたっては、乳幼児期の発達が連続性を有する

ものであることや、幼児期の教育が生涯にわたる人格形成の基礎を培う重要なものであるこ

とに十分留意し、事業の質の向上に努めます。 

 

  ○  また、保育所等における定期的な保育の利用のみでなく、一時預かりや身近な地域で

の子育て支援サービスにも適切に対応した、子どもや子育て家庭の支援に努めるととも

に、育児に追われる中で子育て支援に関する十分な情報を得られず、そのことにより育

児不安や育児疲れなど深刻化するケースも想定されることから、こうした事態を未然に

防ぐため、利用者支援事業や地域子育て支援拠点事業、子育て家庭の訪問等による相談

事業などを通じて、保護者に対する、よりきめ細かな情報提供に努めます。
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１ 児童虐待防止対策の充実 

夕張市においては、養育支援を必要とする家庭を早期に把握し、地域資源や児童委員をはじめ

とした「地域のちから」を活用して子ども虐待の発生予防をするほか、早期発見、早期対応に努

めます。また、児童相談所の権限や専門性を要する場合には、遅滞なく介入を求められるよう、

これに先立ち、関係機関との連携を強化し、密接に情報を共有していくことが不可欠です。 

ᵑ ≤─ ┘ ⌐⅔↑╢ ─  

夕張市における子ども・子育てに関する相談体制は、「保健・福祉部局」「教育委員会」の各行

政機関のほか、各保育所、幼稚園、小中学校などにおいて、子どもに関わる相談ができる体制に

なっています。これら相談体制により、子どもが安心して安定した家庭を含む社会生活を送るこ

とができるよう環境整備に努めています。 

また、子ども虐待の発生予防、早期発見、早期対応等のためには、これらの相談体制をもとに

関係機関の連携並びに情報の収集及び共有により、子育て世帯への支援を行う必要があります。 

関係機関との情報共有、連携をはかることにより、実際の子ども虐待事例への対応をはじめ、

要保護・要支援児への組織的な対応及び評価を確保するため、関係機関へ専門性を有する職員の

配置や、都道府県等が実施する講習会等への参加等を通じた体制の強化及び資質の向上を図りま

す。 

さらに、一時保護などの実施が適当と判断した場合や児童相談所の専門性や権限を要する場合

には、児童相談所長などへの通知を行うほか、児童相談所に適切に援助を求めつつ、都道府県と

相互に協力して、子ども虐待による死亡事例等の重大事例の発生を食い止める体制を強化してい

きます。 

ᵒ ⁸ ⁸  

子ども虐待の発生予防、早期発見、早期対応等のため、健康診査や保健指導等の母子保健活

動や地域の医療機関等との連携、乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん事業）の実施等

を通じて、妊娠、出産及び育児期に養育支援を必要とする子どもや妊婦の家庭を早期に把握す

るとともに、特に支援を必要とする場合には、養育支援訪問事業等への速やかかつ適切な支援

につなげるようにします。また、児童福祉、母子保健の各担当部局が日頃から緊密な連携を図

るとともに、医療機関とも効果的な情報の提供及び共有を行い、連携体制を強化していく必要

があります。さらに地域資源や民生児童委員をはじめ「地域のちから」を活用して子ども虐待

の防止に努めます。 

25 ─  

ₒ ₓ  ═ 57  ℮∟    

ₒ ₓ   1  

ₒ ₓ ⁸ ⁸ ⁸  

⁸ ⁸ ⁸  

第６章 子ども・子育て支援関連施策の推進  
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２ ひとり親家庭の自立支援の推進 

ひとり親家庭の自立支援は、子育て短期支援事業、母子家庭等日常生活支援事業、保育及び放

課後児童健全育成事業の利用に際しての配慮等の各種支援策を推進するほか、母子及び父子並び

に寡婦福祉法、同法に基づく国の基本方針及びこれに即して都道府県が策定するひとり親家庭自

立促進計画等、さらには、児童扶養手当法などにより、子育て・生活支援策、就業支援策、養育

費の確保策及び経済的支援策を四本柱として総合的な自立支援を推進します。 

 

25 ─  

 ủ  1  

 ủ  

   ─ ─ ╩ ╢√╘⁸ ╩ ∆╢ 

   ₒ ₓ  

 ủ└≤╡  

   └≤╡ ─ ─ ╩ ∆╢⁹ 

   ₒ ₓ    

 ủ ┘ ┘⌐  

 

３ 障がい児施策の充実 

障がいの原因となる疾病及び事故の予防、早期発見並びに治療の推進を図るため、妊婦及び乳

幼児に対する健康診査の受診並びに学校における健康診査等の実施を推進することが必要です。 

また、障がい等により支援が必要な子どもの健全な発達を支援し、身近な地域で安心して生活

できるようにする観点から、自立支援医療（育成医療）の給付のほか、年齢や障がい等に応じた

専門的な医療や療育の適切な提供が必要です。また、保健、医療、福祉、教育等の各種施策の連

携により、在宅支援の充実、就学支援を含めた教育支援体制の整備等、一貫した総合的な取り組

みを推進するとともに、専門関係機関等による地域支援・専門的支援の強化や保育所等訪問支援

の活用を通じた障がい等による特別な支援が必要な子どもと、その家族等に対する支援の充実が

必要です。 

さらに、自閉症、学習障害（ＬＤ）、注意欠陥多動性障害（ＡＤＨＤ）等の発達障がいを含む障

がいのある子どもには、障がいの状態に応じて、その子の可能性を最大限に伸ばし、その子ども

が自立して社会参加するために必要な力を養うため、教諭や幼児保育士など子どもを支援する職

員の資質向上を図りつつ、一人一人の希望に応じた適切な教育上の支援等を行う必要があります。 

そのためには、乳幼児期を含め早期に適切な相談が受けられるよう本人や保護者には十分に情

報を提供していく必要があります。幼稚園、保育所、認定こども園、小中学校、特別支援学校等

においては、保護者を含めた関係者が教育上必要な支援等について共通理解を深めることで、保

護者の障がい受容及びその後の円滑な支援につなげていくことが重要です。併せて、本人と保護
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者、行政、教育委員会、学校等が、教育上必要な支援等について適切な連携、相談体制により合

意形成を図ることが求められます。 

特に発達障がいについては、社会的な理解が十分になされていないことから、適切な情報の周

知が必要であり、さらに家族が適切に子育てが行えるよう家族支援を行うなど、関係機関と連携

を密にして、支援体制整備を行うことが必要です。 

特定教育・保育施設、特定地域型保育事業を行う者、放課後児童健全育成事業を行う者等は、

障がい児等特別な支援が必要な子どもの受け入れを推進するとともに、受け入れに当たっては、

各関係機関との連携を図ることが必要です。 

 

４ 「放課後子ども総合プラン」に基づく取り組みの推進について 

平成 26 年 7 月、国は、保護者の就労などで「小１の壁」と言われている就学後の放課後など、

子どもの居場所づくりのために、学校の余裕教室などを活用した「放課後児童クラブ」と「放課

後子供教室」の計画的な整備等定めた「放課後子ども総合プラン」を策定しました。 

夕張市においても、就学後の放課後など子どもの安全・安心な居場所づくりについては、重要

な子育て施策の一つであり、ニーズ調査からも設置を望む声が多いことから、本プランの趣旨も

踏まえ、教育、福祉等の関連部署が連携し、情報共有を図りながら、既存教室の活用や地域施設

等の活用を含めた子どもの居場所づくりについて、検討を進めます。 

 

５ 仕事と生活の調和の実現に向けた取り組みの推進 

仕事と家庭を両立することができ、各々のライフスタイルに応じた多様な働き方ができる社会

は、生活に潤いと豊かさをもたらすと考えられます。仕事と生活の調和、いわゆるワーク・ライ

フ・バランスの実現のため、職場での働き方や家庭での役割分担を選択できる環境の整備や、意

識の醸成に継続的に取り組む必要があります。また、企業等民間団体に対しても、こうした取り

組みの共通理解の促進や労働環境の整備に向けた啓発を実施していく必要があると考えます。 

 

⅝╛∆™ ─  

教育・保育の施設給付や地域子ども・子育て支援事業の充実等を通じて、住民一人一人がワー

ク・ライフ・バランスを実感できる環境づくりを進めます。 

 

꞉ה◒כꜝ▬ⱨהⱣꜝfi☻⌐ ∆╢  

育児休業等を取得しやすい職場環境の醸成など、誰もが働きやすい労働環境の改善に向けた各

種啓発、情報提供に努めます。 
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１ 経緯 

夕張市では、次世代育成支援対策推進法に基づき、平成 22 年 3 月に「夕張市次世代育成支援

行動計画（後期計画）」を策て市、基本理念のもと、時代の社会を担う子どもが健やかに生まれ、

育成される環境の整備を図るため、見出された課題に取り組み、子育て支援に係る総合的な施策

体系に基づいて、次世代育成支援対策を迅速かつ重点的に推進してきました。 

 

【基本理念】 

  子どもの笑顔が輝く 子育ての喜びにあふれるまち ゆうばり 

 

２ 次世代育成支援行動計画の概要と進捗状況 

次世代育成支援行動計画は、基本理念に基づき、３つの基本目標を掲げ、7 つの基本施策ごと、

各分野にわたって実施に取り組みました。基本施策ごとの具体的な取組と達成状況は以下のとお

りです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 今後の取組 

 

 

 

 

 

第７章 次世代育成支援行動計画の評価 

以下 進捗状況について記載予定です。 

以下 取組について記載予定です。 
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１ 計画の推進体制 

 夕張市では、子ども・子育て支援施策を総合的かつ計画的に推進するため、全庁をあげて子ど

も・子育て支援に取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜市民（市民団体を含む）＞ 

  

○ 子どもの行動への見守り役 

○ 虐待等を早期に発見する目配り役 

 

᷂Ḣ  

 

 

  

○ 就学児童の健やかな成

長と生きる力を養う教

育・体験の場 

○ 地域や家庭と連携しな

がら子どもの成長を支援 

○ 

ͪ ˗  

 

＜子ども及びその保護者＞ 

 

 

  

○取り組み内容の評価 

○取り組み内容への意見 

 

子ども・子育て会議＞ 

ẅ█⁸ἧ ἧ ˗  ̱Ѱᶫ 

 

 

  

○ 必要なサービスの提供 

・支援を検討 

○ 相談支援 

○ 関係機関との連携 

 

 

 

  

○庁内調整 

○事業推進のため

の協議 

 

＜子ども・子育て 

新制度庁内検討＞ 

  

 

 

    

  

 

   

 

第８章 計画の推進に向けて 
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２ 計画の達成状況の点検・評価  

個別事業の進捗状況（アウトプット）及び計画全体の成果（アウトカム）について点検・

評価し、結果に基づく公表及び施策の改善等につなげていきます。 

 

 

 

 

 

 

○ 計画に基づく施策を総合的・計画的に推進し、実効性を確保するため、計画目標をもとに

毎年の進捗状況を庁内で点検するとともに、子ども・子育て会議で協議しながら、事業の見

直しを含め、計画の着実な推進を図ります。 

 

○ 子ども・子育て支援事業計画は、地方版子ども・子育て会議等を活用し、毎年度点検・評価・

公表します。 

 

○ ホームページなどを活用し、本計画に基づく取り組みや事業の進捗状況を広く公表していく

ことで、住民への浸透を図ります。また、あらゆる機会で住民意見を把握し、利用者目線を活

かした施策・事業の推進を図ります。 

 

 

 

 

 

①計画の立案 

②計画の実施 
⑥次期計画の立案 

④評価結果公表 
ⱱכⱶⱭכ☺  

 

⑤計画の見直し 

③アウトプット・アウト

カムによる点検・評価 

 

─ ⌂≥─ 
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